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Abstract:　 In 1998 the European Community adopted the regulation No.1239/98, which practically banned the use
of driftnets by EC vessels from 2002. The article will first illustrate the historical development of the “tuna war”,
which would provide the historical background for the regulation. After carefully examining the formation of
international anti-driftnet opinions, typically represented in the UN General Assembly Resolutions of 1989 and 1991,
it will be demonstrated how the once regional dispute over fishery resources was Europeanized by the formation of
transnational networks, which were opposed to the use of driftnets by albacore tuna fishing vessels. Finally this case
will be discussed in the context of the emerging multi-level governance in EC, which tries to involve European,
national and sub-national groups into inclusive decision-making procedures as an alternative to exclusive
intergovernmental negotiations.
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第一章　はじめに
1998年 6月，EC漁業担当閣僚理事会 (Council of Ministers)














その重点が移りつつある (Marks, 1993, p.392, Banchoff and
















しかし 1987年に単一欧州議定書 (Single European Act)が発









る場面が見られるようになったのである (I. Bache, p.29; 稲
本 , 2002, pp.36-39; 稲本 , 2003a, pp.29-38)。
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稲本　守14こうした EC 政策決定過程の変遷ぶりとその意義につい
ては筆者も何度か論考を発表する機会を得たが，本論はそ











































































のビグデン (Bigouden)やユー島 (Isle de Yew)から 20隻のフ
ランス流し網漁船がマグロ漁に参入し始めた。そしてその
数は 1990年には 38隻に，そして 1994年には 64隻に膨れ
上がった (Findlay and Searle, p.96, Lequesne, 2004, p.117;






































ケー湾周辺で操業している (Lequesne, 2004, p.117f; Findlay
























に条件が加えられた(加盟条約156～160条; Long and Curran,




































(Financial Times, 05.08.1994, p.12; Imig, s95tarro.htm;
















根源であるとした (O'Riordan, p.37ff; O’Riordan and Gillet,


























dnw.html; Earthtrust, donwhite.html)。更に 80年代後半からは，
アーストラスト，地球の友 (Friends of the Earth)，世界自然











から守ることにつながったからである (Burke et al, p.133f,










Sec.1978)」(いわゆる「ペリー修正法 : Pelly Amendment Act」)
を適用して貿易上の制裁措置をとる可能性に言及してい
る。
更に 1988 年には，「海洋哺乳類保護法 (Marine Mammal























るが，GATTは 1991年 9月の第一次，1994年 5月の第二次
裁定において，米政府の一方的措置を不当と判断した。し
かしアメリカは結局この禁輸措置を解除しなかった (Long







会は 1990 年 11 月に「イルカ保護と消費者情報についての















dnwcap.html; Bache and Evans, p.261; Burke et al, pp.137-140;



















たことは否めない (Earthtrust, dnwcap.htm; Burke et al, 1994,
p.132f; Bache and Evans, p.262)。
まず 1989年 7月 11 日，南太平洋フォーラムの席で，南
太平洋沿岸諸国はアジア諸国に対して流し網使用の停止を
呼びかけるタラワ宣言 (Tarawa Declaration) を採択した。更
に同年 11月，南太平洋諸国はウェリントン会議において議
定書（Wellington Convention）を採択し，同海域における大






漂わせ，魚を絡ませることである (“driftnet” means a gillnet
or other net or a combination of nets which is more than 2.5
kilometers in length the purpose of which is to enmesh, entrap or
entangle fish by drifting on the surface of or in the water)。」(同
議定書 1条 b)
この申し合わせについての科学的根拠があまりに希薄で











































て用いられるようになったのである (Findlay and Searle, p.100;
Burke et al, p.129; Holden, p.77; Long and Curran, p.280, p.284)。























可能性が指摘される (Burke et al, p.172, p.177f)。
しかし 1989年 12月 22日，国連総会は公海上の流し網の
使用全般について不拡大を呼びかけるとともに，南太平洋
海域における流し網による漁業活動についてはこれを段階





置がとられる (effective conservation and management measures







われている。尚，国連総会は翌 1990 年 12 月にも，前年の
決議に注意を喚起する決議を採択している (45/197号決議 )。
しかしアメリカは翌 90年 7月と 91年 8月に国連宛に声
明を発表し，先の国連決議についていわゆる「予防原則
(precautionary principle)」を厳正に適用することを強硬に主
















Searle, p.100; Burke et al, pp.142-144, p.168f)。しかし統計上十
分な調査を行うには期間が短すぎたし，また，ようやく収
集され始めたデータの分析に着手しはじめたばかりの 1991




































もいえる (1992年 345号規則前文 ; Holden, p.77)。但し，北
東大西洋海域におけるイルカの混獲についての科学的調査
は行われておらず，「入手可能な科学的助言」に基づいて水
産資源の保護策を定めることを求めた EC 漁業規則 (83 年























からである (Collet, p.104f)。しかし 1991年 12月，理事会は
バルト海を除いて 2.5キロ（個別もしくは合計）を流し網の
最長サイズとすることを承認し，EC漁業規則の技術的細則
(1986年 3094号規則 )を改正した 1992年第 345規則にこれ
を盛り込んだ (同規則第 1条 8項 )。
しかし強硬に反対を続けたフランスに配慮し，同規則の
発効日より遡って過去二年間以上の操業実績のあるビンナ
























































始めたのである (O'Riordan and Gillet, p.17)。
まずバスクやガリシアの船主達が，グリーンピースに加
入を始めた。そしてグリーンピースと提携してイルカの保




















い る。実 際 フ ラ ン ス 漁 業 者 の 統 括 団 体 で あ る































いわゆる「阻止少数 (blocking minority」は 26票ということ
になる。そして流し網の規制強化に反対する加盟国，即ち
































(the Royal Society for the Prevention of Cruelty to Animals)と王

















27号決定 )。こうして 1998年 6月 8日，閣僚理事会は 1998















るため，稿を改めて論じてみたい (Case C-405/92 para. 12ff;

























































1987年 7月に発効した単一欧州議定書 (Single European Act)
により，初めて EC共通政策の一つとして環境政策が掲げら
れ (現行条約 3条，174条 )，更に 1993年に発効したマース
トリヒト条約において，環境問題に対する欧州議会の関与
が強化されたことによって加速された (Mazey and Richardson,

































実現を阻んできた。これこそが，80 年代における EC 共通
漁業政策が「完全な失敗」に終わったと評される最大の理
由でもある (Daw and Gray, p.191f; Holden, pp.56-70;
































けて EC 本部においても，2002 年漁業規則の改正過程にお
いて，欧州規模のネットワークを持つ漁業団体や環境 NGO
を含む市民団体を構成メンバーに加えた「漁業諮問委員会
(Advisory Committee on Fisheries and Aquaculture)」や，国境を
越えた海域ごとの関連諸団体をメンバーとする「地域諮問
評議会 (Regional Advisory Council)」を創設し，これを正式
に EC 政策立案過程に取り込んだ (1999 年第 478 号決定
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1998年，ECは加盟国漁船による流し網の使用を 2002年度より事実上禁止する 98年 1239号規則を採
択した。本論はまず，この規則制定に結びついた歴史的背景でもあるスペイン，フランス間の「マグロ戦
争」の経緯について明らかにした。そして 1989年と 1991年の国連総会決議において象徴される国際的反
流し網世論の形成について検討した後，本来極めて地域的である漁業論争が，欧州規模の反流し網ネット
ワークの形成によって，いかにして欧州化されるに至ったか考察する。最後に本論はこの事例を，EC に
おけるマルチレベル・ガバナンス，即ち従来の排他的国家間交渉に代わって，地域レベル，国家レベル，
欧州レベルで活動する組織を包括的な意思形式プロセスに加えようとする試みと対比させて論じている。
キーワード :　 EC，EU，流し網，国連総会決議，マグロ戦争
